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平成13年5月11日
内　閣　府

［参考】先月からの主要変更点

4 月月例 5 月月例

基調判断 景気は、轟含んで いる。 景気は、一五五に弱含んでいる。

・ ア メ リカ経 済の減速 か ら輸出が 減少 ・　 アメ リカ榎渚の満速 か ら輸出が減 少

し、それに 伴い、生産鰐減少 して いる。 し、それに伴い、生産が減少 している
・　 企業群門の 自律的回復に向けた勅封 ま 中で左塵が増加している。
なお続いているが、 この とこう弱まっ ・ 企業部門の 自律的回惚 こ向けた動 きは

て いる。設備投茸は増加 しているが、 なお続いて いるガも、 この ところ弱 吏っ

企 業収益の伸びが鈍化 し、企業の業況 てし‾lる。設備撞矧 ま増加 しているが、

判断は製造薫を中心に急速に悪化 して 企業収益の伸びが鈍 1ヒし、企業の業況

いる． ‾　判断は製造薫を中心に急速に悪化 して

・　 失某率は高水準で推移し、個人消音は いる。
おおむね横ば いの状腰掛続いている。

先行者については、アメ リカ径溝の減速や
設備投資に鈍化の兆 しなど、一懸念すべ盲点が

・ 失業率は高水準で推格 し、．個人消費は

おおむね 横1郡 tの状態が続いている。

‾先行きについては、アメ．リ力径清の減速や

み られる。 設備投資に鈍化の兆 しなど、懸念すべき点が

みられる。

放棄態度 政弘 ＿経清孝白檀的国は軌道に確実に奏

せるため、引き続き皇気屈帽に軸足孝是育 つ

政府としてはし且右経済の再生 を最重要讃

宣伝と して位置づ廿、主ずlま、望急経 等封宴 痙

つ、郡 匡l経済を 21 世細 ＝ふさわ しい橿退 遠廿加 こ実行に格す。さらに、不良饉権の最

に改革する且＿ 終処理、2 1世論釘瞭矧 こふさわしい宗皐的経

　 政虚上⊥て は、政府 ・与覚望鼠径汚封 等塞 汚 シュテムの橋 室、財政橋i葦の改革等の経

部等で 乃諸鵜 を醇まえ、 4 月 6 日に、①金融

再生 と産業再生、魯証券市塙の欄退潮葺」 ⑳

む市の再生し土地の流動化．等奉拝とした璧

急膣渚封 要事決定 したところであ り、その善

業 な婁行にこ空也立。

虫畠」且去追行にあいては　 3 月四 日に、

量的 楷増 産主た る操作百榎 と した金融市 境
調節方式 の媒鋼に浩み切 り、頼経的な物佃 下

落が終紀すう主で、裏菅的 こゼロ金利政等の

渚 ・財政の様退改革ぜ断行す る。

有す う効果 を宴規すう政要 害継続す る据 置

害望 じた A
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生産 減少 している。 減少 している中で、産屋が増 加している。

夏用ノ 俵無 として厳 しい。完 全失業率が高水準で推
ヽ
依然として厳 しい。完全失業率か高水準で推

移 し、羞A 鼓弱含んでいる。 格 し、求人や拷雲暗闇も弱含んで いる。

前人 伸びが純化 している。 おおむね柵ばいで推格 している。

設備投資

増加 している。当面 ま堅重風こ推持 すると見込

まれるもめの、先行きについては鈍化の兆 し

増加 して いる。＿当面 は製 通葦孝中心として堅

蓋軌こ推枯すると見込 まれ るものの、先行きに

がみられ る。 ついては鈍化の兆 しがみ られ る。

く注）　下線部は先月から変更した部分

月例経済報告

平成13年5月

総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、さらに弱含んでいる。

．アメリカ経済の減速から輸出が減少し、それに伴い、生産が減少している中で在庫が増加し
ている。
．企業部門の邑律的回復に向けた動きはなお続いているが、このところ弱まっている。設備
投資は増加しているが、企業収益の伸びが鈍化し、企業の業況判断は製革業を中心に急
速に悪化している。
．失業率は高水準で推移し、個人消費はおおむね横ばいの状態が続いている。

先行きについては、アメリカ経済の減速や設備投資に鈍化の兆しなど、懸念すべき点がみられ
る。

（政策の基本的態度）

政府としては、日本経済の再生を最重要課題として位置づけ、まずは、緊急経済対策を速やか
に実行に移す。さらに、不良債権の最終処理、21世紀の環境にふさわしい競争的経済システムの
構築、財政構造の改革等の経済・財政の構造改革を断行する。

各論

1．消費・投資などの需要動向

個人消費は、家電リサイクル法施行前の駆け込み需要があったものの、おおむね横ばいの状態
が続いている。

個人消費は、需要側統計である家計調査でみると、平成13年3月は、家電リサイク
ル法施行前の駆け込み需要がみられたもののマイナスに転じた。また、購入頻度の
低い高額商品等による振れを除去し、国民経済計算と概念を調整するため、自動車
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等購入、住居、仕送り金等を除いたベースでみても、ほぼ同様な動きとなっている。
販売側統計をみると、小売業売上高は、改善の働きが続いている。家電販売金額

は、家電リサイクル法施行前の駆け込み需要によって引き続き前年を大きく上回って
いる。旅行は、国内旅行、海外旅行ともに前年を上回っているものの、減速感がみら
れる。
一方、百貨店販売額は弱い動きが続いており、新車販売台数も伸び悩んでいる。
こうした需要側、販売側の動向を総合してみると、個人消費は、家電リサイクル法施
行前の駆け込み需要の一時的な要因があるものの、おおむね横ばいの状態が続い
ている。
個人消費の動向を左右する家計収入の動きをみると、定期収入が3ケ月連続で減
少となるなど弱い動きがみられ、3月は現金給与総額が2ケ月連続で前年割れとなっ
た。一方、実質賃金はやや増加した。また消費者マインドは、このところ弱含んでい
る。

設備投葦は、増加している。当面は製造業を中心として堅調に推移すると見込まれるものの、先
行きについては鈍化の兆しがみられる。

設備投資は、平成11年末に持ち直しに転じて以降増加基調が続いており、景気を
支える要素となっている。これまで電気棲械を中心とする製造業から他の業種へと広
がりをみせながら増加してきた。「法人企業統計季報」でみると、10－12月期は、製造
業は増加を続け、非製造業も前年比プラスに転じている。大中堅企業について「法人
企業動向調査」でみると、1－3月期（実績見込み）は、製造業、非製造業ともに前期
比プラスとなっている。
設備投資の今後の動向については、先行指標である権械受注が、昨年後半は増勢
が続いていたため、当面は製造業を中心として堅調に推移すると見込まれる。しかし
ながら、日銀短観の平成13年度設備投資計画において非製造業を中心に減少が見
込まれていること、1－3月期の機械受注が減少の見通しとなっていることなど、先行
きについては鈍化の兆しがみられる。

住宅建設は、弱含みとなっている。

住宅建設は、平成11年以降おおむね年率120万戸前後で推移してきたが、このとこ
ろ弱含んでいる。直近の動きをみると、1月、2月と2ケ月連続で減少した後、3月はマ
ンション着工の大幅増などにより年率120．7万戸となった。しかし、平成13年1－3月期
でみると年率117万戸程度で、前期と比べ減少している。
また、住宅金融公庫融資の申し込み戸数が減少していることなど、先行き、住宅着
工を減少させる要因もみられる。

公果投葦は、総じて低調に推移している。

公共投資は、公共工事請負金額が昨年6月以降継続して前年を下回るなど、総じて
低調に推移している。平成12年度の公共事業関連予算の動向をみると、国において
は、前年度の予算が比較的高水準であったため、補正後予算は前年度の規模を下
回っている。地方においては、厳しい財政状況から投資的経費を抑制する動きが続
いている。
工事の受注動向をみると、年度内での発注時期の差異による影響から10月以降は前
年を上回る動きがあったが、この影響がおおむね解消されてきたことから、1－3月期
に入り再び前年を大きく下回る指標がみられている。
4－6月期の公共投資については、平成13年度当初予算における国の公共事業関
係費については前年度とほぼ同綾を確保していること、地方の投資的経費の削減幅
が前年度に比べ縮小していることなどから、1－3月期のように前年を大きく下回るこ

h什n・／／www5＿CaO＿庄0．io／keizai3／2001／0511getsurei／main．htmI 2008／02／28
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とはないものと考えられる。

鮎は、減少している。盤Aは、おおむね横ばいで推移している。貿易・サービス収支の黒字は、
減少している。　　　　　　　　　　　　　、、

輸出は、アメリカやアジアの景気減速を背景として、半導体等電子部晶などの電気
機器を中心に減少している。アジア向けは、中国向けが増加しているものの、アジア
NtEs向けを中心に減少しており、アメリカ向け、EU向けも減少している。今後は、アメ
リカ経済の減速が持続した場合、これが我が国輸出の下押し要因として作用するもの
と見込まれる。
輸入は、汀関連財を中心とした機械機器が減少していることなどから、これまでの伸
びが鈍化し、おおむね横ばいで推移しているb増加を牽引してきたアジアからの輸入
は、中国からの輸入が繊維製晶を中心に緩やかに増加しているものの、全体では機
械機器の減少によっておおむね横ばいで推移している。アメリカ、EUからの輸入は弱
含んでいる。
国際収支をみると、貿易・サービス収支の黒字は、2月単月では輸入金額が大幅に
減少したことを主因に大幅に増加したものの、基調としては、輸出数量が減少してい
ることから、黒字は減少している。

生産は、減少している中で、在庫が増加している。

鉱工業生産は、平成11年初めの景気回復初期から増加基調を続けてきたが、平成
12年秋頃から増加のテンポが緩やかになり、今年に入ってからは減少している。輸出
の減少等により、汀関連品目の生産が減少に転じたことが主因である。
生産の先行きについては、4月、5月ともに減少が見込まれており、実績が見込みを
大幅に下回る状況が続いていることにも留意しておく必要がある。また、電子部晶等
の生産財を中心に在庫が増加していることも、生産の先行きに関して懸念すべき点で
ある。
第3次産業活動の動向をみると、サービス業を中心に、このところ緩やかに増加して
いる。

J

ヽ

企業収益は、これまでの高い伸びが鈍化している。また、企業の業況判断は、製造業を中心に急　｝
速に悪化している。

企業収益は、平成11年以降改善しており、特に平成12年半ば以降は大幅な改善が
続いていた。今回の改善の背景としては、企業のリストラ努力が挙げられるが、製造
業において売上高が伸びていることや、非製造業において平成12年初までは変動費
を削減してきたことも大きく寄与していた。しかし、日銀短観によると平成12年度下期
から平成13年度上期にかけて伸びが鈍化する見込みとなっており、「法人企業動向
調査」によると平成13年1－3月期における大中堅企業の経常利益の判断（前期比
「増加」－「減少」）は、「減少」超幅が拡大した。
企業の業況判断については、日銀短観をみると、電気機械を中心に製造業で急速
に悪化するなど、大企業・中小企業、製造業・非製造業の別を問わず悪化がみられ
る。また、「法人企業動向調査」で業界景気の判断をみると、製造業、非製造業ともに
悪化している。

倒産件数は、やや高い水準となっている。

3月の倒産件数は、東京商工リサーチ調べで1，703件となるなど、やや高い水準とな

httn：／／www5．cao＿ど0．iD／keizai3／2001／0511どetSurei／main．html 2008／02／28
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雇用＿憶勢は、依然として厳しい。完全失業率が高水準で推移し、求人や残業時間も弱含んでい
る。

完全失業率は、3月は4．7％と前月比横ばいで推移し、依然として高水準にある。

また、雇用情勢の先行きを懸念すべき動きが引き続きみられる。企業の雇用過剰感
が製造業で強まっている中で、新規求人数は、前年同月比でみると依然として増加し
ている（3月前年同月比8．3％増）が、前月比では3ケ月連続で減少した（3月前月比
4．0％減）。製造業の残業時問は、生産の動きを反映し、5ケ月連続で前月比滅となっ
た。雇用者数についても弱含んでいる。

3．物価と金融情勢

国内卸売物価、遥重畳物思は、ともに弱含んでいる。

国内卸売物価は、電気棲器や鉄鋼の下落などにより、平成13年入り後弱含んでい
る。3月は、石油・石炭製品などが上昇したものの、鶏卵などの食料用農畜水産物が
前月上昇した反動で下落したほか、電気桟器や一般棲器などが値下がりしたことか
ら、前月比0．1％の下落となり、前年比でみても0．5％の下落とマイナス幅を拡大してい
る。輸出物価（円ベース）は、契約通貨ベースでは電気機器（集積回路）を中心に値下
がりしたものの、円安の影響を受けて上昇した。輸入物価（円ベース）は、契約通貨ベ
ースで原油などが上昇したことに加え、円安の影響を受けて上昇した。なお、企業向
けサービス価格は、前年同月比で下落が続いている。
消費者物価は、繊維製晶や外食の下落など亡より、平成12年秋以降弱含んでいる
（生鮮食品を除く総合：3月前年同月比0．6％下落）。なお、・4月の東京都区部では、3
月に比べ前年同月比で下落幅が縮小している（同：4月前年同月比0．9％下落）。
こうした動向を総合してみると、持続的な物価下落という意味において、緩やかなデ
フレにある。

毎会塾垣聖については．．長期金利は、債券市場で利益確定売りが強まったことなどを受けて、3月
下旬より上昇傾向で推移した。

短期金利についてみると、オーバーナイトレートは、4月は、日本銀行による一段の
金融緩和措置を受けて、0．02％前後で推移した。2、3ケ月物はおおむね横ばいで推
移した。長期金利は、景気の先行きを懸念する市場の見方などもあって、昨年秋より
低下基調で推移し、3月下旬には1．0％台まで低下したが、その後、債券市場で利益
確定売りが強まったことなどを受けて上昇傾向で推移した。
株式相場は、昨年春より下落基調で推移してきたが、4月は、緊急経済対策への期
待感や、堅調な米国株価の動向等を受けて徐々に上昇した。
対米ドル円相場は、昨年末から円安が進んできたが、4月は、月初の126円台（98年
10月以来の水準）から、一時121円台まで上昇した後、月末は123円台となった。対ユ
ーロ相場は、昨年末からユーロ独歩高が進んできたが、4月は、112円台から107円台
で推移した。
山2＋CD（月中平均残高）は、昨年後半以降、おおむね前年同月比2．0％増程度で
推移してきたが、年明け以降、郵便貯金からの資金シフト等を受けて、やや伸び率を
高めている（3月速報：前年同月比2．6％増）。民間金融機関の貸出（総貸出平残前年
比）は、96年秋以来マイナスが続いており、企業の資金需要の低迷などを背景に、依
然低調に推移している。貸出金利は、ゼロ金利政策解除後緩やかに上昇してきた
が、2月はやや低下した。
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4．海外経済　　　　　　　　　　　　　　、
ヽ

アメリカの景気は、昨年末に比べれば減速は緩やかになっているものの、企業収益の悪化などで
先行きに不透明感がある。Z芝Zでは景気の拡大テンポは鈍化している。

世界経済をみると、全体として成長に減速がみられる。
アメリカでは、耐久財消費や住宅投資などに底堅い動きがみられ、消費者心理や企
業の景況感に下げ止まりの兆しもみられる。一方で、企業収益の悪化から設備投資
が抑制されているなど、内需は緩やかな伸びにとどまっている。在庫調整が進むなか
で、生産活動が停滞している。雇用は製造業や人材派遣業を中心に減少し、失業率
が上昇している。景気は、昨年末に比べれば減速は緩やかになっているものの、企
＼業収益の悪化などで先行きに不透明感がある。
ヨーロッパをみると、ドイツでは、景気は緩やかに拡大しているものの、製造業の景
況感は悪化している。フランスでは、固定投資が内需の伸びを支え、景気は安定した
拡大を続けている。イギリスではこ景気は緩やかに拡大している。
アジアをみると、中国では、輸出の伸びに鈍化がみられるものの、個人消費や固定
資産投資が堅調に推移しており、景気の拡大テンポはやや高まっている。韓国では、
生産や個人消費の伸びの鈍化に加えて、輸出の伸びが鈍化したことから、景気は減
速している。
金融情勢をみると、アメリカでは、4月18日のFOMC臨時会合で短期金利の誘導目
標水準が0．5％ポイント引き下げられ、4．50％とされた。
国際商品市況をみると、夏場のガソリン需要期を控え、原油価格は上昇した。

＼

ヽJ

J
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1．寄電販亮頂く名乱前年比）をみると、寄電リサイタル法施行前の駆け込み需要により、冷蔵庫、テレ
ビ、エアコン、洗濯機の対象4品百が大幅に増加した。この4品酌こついてみると、今回匂伸び率軋
卯年の清音税率引き上げ前の駆け込み需要による伸びを大きく上回っている。く四1）

2．しかし、37年の滑背税率引き上げ前の駆け込み需要が商品全般に及んだのに対し、今回匂駆け込み需
要は家電4品すのみに生心たため、小売販売頭全体でみれば百立った増加とはなっていない。く国2）

3．サービス清華も含めた最近の個人清音全体の動きを「需要側清音結合指数」（作成方法は捌注参照）で
みても、今回の寄電リサイクル法施行前の駆け込み需要は滑膏全体を押し上げるほどのインパケトは
なかったとみられる。く国3）

図1家電販売竜酎前年比）と主要品目く寄与度）の鋤き

も

く＞内の数億は寅竜賑差額の前年比伸び安に封する等与虞．

3

5

▲

2

0

－2

－4
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（…主）莞芸倒消費総合指数の作成方法

総務省r宏計調査jから、GDP巾個人消費には含まれないr仕送り金」、r億娼尭」や、振れが大きい寓鮮邑豊
である「自動重等購入jなどを除外した指、世帯数を桑するなどしてマクロの消豊ペースにする，これに、自動

軍、宏賃、圧感受につLlT別途供指側の統計を用いて計宣したものを加える。

（ディスカッションペーパー堕嬰堅三／！興亜や0・富0・1抑融甲凍加抽離血呵瑚弧玩皿・坤叫）にT詳相を虫劃
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結語省 「寄計調査」から、G D P との概念調整のため 「仕退り全人 「修繕菅」を除き、また掘れが大きい高

頭清音である 「倉鋤直等購入」などについても除外した後．‾G D P 嶋田と固徽 こ、．古鏡重は新玉登録台数、

家賃 く含む帰属家賃）は総床面積、・匿療育は保険統計を点いて別に計算したものを加え、最後に世帯数や

人口を桑するなどしてマナロの摺音頭を推計したもの。

①　定計調査の消費支出の中からr自動重等醇人J、r俵屋」、r僅蓼乗圧虔サービス」、r仕送り金」、r開与金jを

除いた金額を33年＝100として拍教化（8）する．

◎　畠動車詳入（畠動車販売台数（会軽い用＝・自動車）を世帯数く労値力調査の世帯主の重患、以下同い

で創り、弱年3100として指数化くb）する．

①　宝賃（（延べ床面接◆喜工床面横一滅失床面槙）x伴い定賃）を世帯数で創った上で33年毒100として指

数化（¢）する．

⑳　匠虔サービス（社会保織診療報酬支払碁会の支払状況）を世帯数で創った上で、33年＝川0として指数化

（d）する．

◎　33年の巴璃省r全凰消貴重透調査」の2人以上の世帯の調査括具から、自動重勢入、培宝踵、圧感サー

ビスの名E消費支出（射・サービス支出一佐屋の設備修諾・維持＋帰属定賃）に占める割合を求める（8、

b、c、dのウェイトはそれぞれ7も劇％、1．糾9、21．72％、1．91％）．

⑬　8、b、e、dの月次拍数を、上記のウェイトで油壷平均し、脾1・捨金で素質化して月次の1位等当た

り寛質消費指数を作成する．

①　一1　◎で作成したt世帯塞たり消費支出を哀計調査の世帯人員数で割って1人あたり消貴支出を出し、

r人口推計」の培人口をかける．

①　－2　ゆで作成したl世帯当たり消費支出に世帯数をかける．

①　①一1、①一2ともに33年＝100として指数化し、平均をとる．

（ミ主）直近データが未た虫嘉されていなしI r滅失床面槙⊥　r機会保は診療報酬支払巻会の支払額i別　につLlては、公

嘉されている直近月の前年比で延長することで暫定値を作成している（例えば、1月までしか査嘉されていな

い嶋合、2月、3月の前年比が1月と同じになると偏左して暫定値を作成）．

注）
＜個人消費＞
総務省「家計調査」の全世帯実質消費支出は、平成13年2月季節調整済前月比2．3％増の後、3
月（速報値）は同3．3％減（前年同月比1．5％増）となった。
家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、3月（速報値）は季節調整済
前月比2．6％減（前年同月比0．4％減）となった。
経済産業省r商業販売統計」の小売業販売額は、3月（速報値）は季節調整済前月比1．8％減、前
年同月比1．6％増となった。
チェーンストア売上高（日本チェーンストア協会調べ）は、3月は、前年同月比5．5％減（店舗調整後）
（季節調整済前月比5．3％減（店舗調整前））となった。
家電小売金額（日本電気大型店協会調べ）は、2月前年同月比2．5％増の後、3月は同19．6％増と
なった。
大手旅行業者13社取扱金額の3月は、前年同月比で国内旅行が0．5％増、海外旅行が同1．5％増
となった。
商業販売統計の百貨店販売額は、3月（速報値）は、前年同月比0．5％減（店舗調整後）（季節調整

済前月比2．8％減（店舗調整前））となった。
乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、3月は前年同月比0．7％増の後、4月（速報値）は同
0．9％減となった。
厚生労働省「毎月勤労続計調査」によると、現金給与総額は、事業所規模5人以上では、2月前
年同月比0．5％減の後、3月（速報値）は同0．3％減（事業所規模30人以上では同0．0％）となり、うち
きまって支給する給与は、3月（速報値）同0．6％減（事業所規模30人以上では同0．0％）となった。実

J

J
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質賃金は、事業所規模5人以上では、2月前年同月比0．5％減の後、3月（速報値）は同0．1％増（事
業所規模30人以上では同0．5％増）となった。
内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、平成12年12月前期差0．5ポイント低
下（悪化）の後、13年3月同2．8ポイント低下（悪化うとなった。

＜設備投資＞
10－12月期の設備投資を財務省「法人企業統計季報」（全規模全産業）でみると、前年同期比で
7．1％増（うち製造業10．．4％増、非製造業5．7％増）となっている。
1－3月期（実績見込み）の設備投資を内閣府「法人企業動向調査」（大中堅企業）でみると、季節
調整済前期比8．2％（前年同期比6．6増）となっており、うち製造業では同7．0％増（同20．1％増）、非
製造業では同8．5％増（同0．6％増）となっている。
経済産業省「通産統計」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、季節調整済前月比で2月は
1．6％増（前年同期比7．8％増）の後、3月は2．2％減（前年同期比0．0％増）となっている。
日本銀行r企業短期経済観測調査」（3月調査）により設備投資の動向（ソフトウエアを除く）をみ
ると、大企業の平成13年度設備投資計画は、製造業で前年度比2．3％増、非製造業で同9．5郎減
となっており、全産業では同4．7％滅となった。また、中小企業では製造業で同22．9％減、非製造業
で同20．7％滅となっており、全産業では同21．3％減となった。
機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前月比で1月は11．8％滅（前年同月比0．8％増）
の後、2月は5．0％増（同5．9％増）となり、一進一退の傾向が続いている。なお、1－3月期（見通
し）の機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前期比で6．4％減（前年同期比7．5％増）と見
込まれている。
民間からの建設工事受注（50社i非住宅）は、2月は季節調整済前月比7．4％増（前年同月比
7．7％減）の後、3月は同4．8％減（同23．8％減）となっている。

く住宅建設＞
国土交通省「建築着工統計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）は、1月は
4．6％滅、2月は5．7％減、3月は6．3％増、＿1－3月期は5．5％減となった。また、公庫を利用した持家
の着工（同）は、1月は24．8％減、2月は0．3％減、3月は6．1％滅、1－3月期は25．6％減となった。さら
に、共同建分譲住宅の着工（同）は、1月は34．1％滅、2月は4．1％増、3月は20．2％増、1－3月期
は12．3％減となった。
住宅金融公庫を利用した持家の着工（全体の新設住宅着工の約15％）の先行指標である公庫へ
の融資申込み戸数（個人向けマイホーム新築資金）は、第2回募集（受付期間：8月7日～9月22
日）に51，192戸（前年同国比42．1％減）となった後、第3回募集（受付期間：10月30日～12月22日）
は35，486戸（同4．5％減）、第4回募集（受付期間：1月22日～3月23日）は33，375戸（同11．5％減）と
なり、低水準にとどまっている。

＜公共投資＞
平成12年度の国の一般会計予算（補正後）をみると公共事業関係費は前年度比6．2％滅となって
いる。同じく都道府県及び市町村の普通会計予算（9月補正後、単純合計）をみると、普通建設事
業費は前年度比7．1％減となっている。
また、平成13年度の国の一般会計予算（当初）をみると、公共事業関係費は前年度当初予算とほ
ぼ同額を確保している。地方の一般会計予算（当初）については、時事通信社調査によれば、投
資的経費は、都道府県で前年度比2．6％減、政令指定都市で同5．8％減、中核市で同8．3％滅、そ
の他の県庁所在市で同1．9％減となっている（骨格予算を編成した地方公共団体などを除く）。
公共機関からの建設工事受注額（建設工事受注動態統計調査）は、前年の公共工事着工統計調
査と比較して、1月9．8％増（参考値）の後、2月は1．6％減（同）となった。同じく大手50社の受注額
は、前年同月比で2月28．9％減の後、3月は16．9％減となった。また、公共工事請負金額（公共工
事前払金保証統計）は、前年同月比で2月16．0％減の後、3月は15．9％滅となった。

＜輸出・輸入・国際収支＞
通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で1月5．9％減の後、2月3．5％増、3月2．5％増（前
年同月比3．0％減）となった。また、前期比で1－3月期は3．2％減（前年同期比4．4％滅）となった。
通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で2月4．3％減の後、3月4．4％増（前年同月比
4．3％増）となった。また、前期比で1－3月期は2．0％減（前年同期比6．3％増）となった。
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通関収支差は、10－12月期平均の6，217億円（季節調整値）から、1月は3，610億円と減少した後、
2月8．391億円、3月7，993億円七なった。
貿易・サービス収支の黒字は、2月は6，347億円（季節調整値）と前月比で5ヶ月ぶりの増加とな
った。　　　　　　　　　　　　　　　　　、

＜生産・出荷・在庫＞
3月の鉱工業生産指数（季節調整値、速報）は、電気機械や一般機械等が減少したことから、前
月比2．1％減となった。また1－3月期では、前期比3．7％減となり、平成11年4－6月期以来の前
期比滅となった。
製造工業生産予測指数は、前月比で4月は電気機械や鉄鋼等により0．8％減の後、5月は輸送機
械や鉄鋼等により0．8％減となっている。．ただし、予測指数の実現率は、昨年7月以降、9ケ月連続
でマイナス（見通しより下方修正される状況）となっている。
3月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、速報）は、前月比0．7％増となり、1－3月期で
みると、前期比2．3％増と2期連続の増加となった。また生産財の在庫指数は、昨年10月以降6か
月連続で増加している。
2月の第3次産業活動指数（季節調整値・速報）は、サービス業や卸売りト売業，飲食店等が増加
した結果、前月比2．0％増となった。

＜企業＞
企業収益は、平成11年以降改善している。今回の収益改善の特徴をみると、企業の人件黄抑制
等のリストラ努力が挙げられる。業種別にみると、製造業では、変動費は収益の圧迫要因である
が、売上高が増加したことの寄与が大きく、特に平成12年4－6月期以降は人件費抑制も増益に
寄与している。一方、非製造業では、平成12年1－3月期までは主に変動費を減少させることで収
益を増加させてきていたが、4－6月期以降は人件費抑制の寄与が大きくなっている。
日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査）によると、全規模・全産業では、平成12年度
下期の経常利益は前年同期比1．0％の減益の後、平成13年度上期には同1．6％の増益が見込ま
れている。
また、内閣府「法人企業動向調査」（3月調査）によると、1－3月期の大中堅企業の経常利益の
判断（前期比「増加」－「減少」）は、全産業で12％ポイント悪化して△13％ポイントとなった。
一方、業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査、業況水準について
「良い」－「悪い」）をみると、全規模で製造業は13％ポイント悪化して△19％ポイントとなり、非製
造業は4％ポイント悪化して△24％ポイントとなった。また、内閣府「法人企業動向調査」（3月調
査）で企業の業界景気の判断（3か月前との業況比較で「上昇」－「下降」）をみると、製造業は
26％ポイント悪化して△27％ポイントとなり、非製造業は16％ポイント悪化して△24％ポイントとな
った。

＜倒産＞
企業の倒産については、東京商工リサーチ「倒産月報」によると、3月の企業倒産件数（負債額
1，000万円以上）は1，703件（前年同月一比0．5％減）、負債総額は24，566億円（同315．9％増）となって
おり、帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企業倒産件数は1，703件（同3．8％減）、負
債総額は23，368億円（同265．9％増）となっている。

＜雇用情勢＞
総務省「労働力調査」の3月の完全失業者数（季節調整値）は、前月差2万人増の320万人となっ
た。
日本銀行「全国企業短期経済観測調査」によると、企業の雇用人員判断D．Lは、12月調査の
9％ポイントから、3月調査では11％ポイントとなった。
厚生労働省「職業安定業務統計」の有効求人倍率（季節調整値）は、2月0．64倍の後、3月0．61倍
となった。新規求人倍率（季節調整値）は2月1．08倍の後、3月1．02倍となった。
毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上では2月季節調
整済前月比0．6％減（前年同月比3．6％増）の後、3月は同3．9％減（同3．5％減）（速報値）となった。
労働力調査によると、雇用者数の前月比（季節調整値）は、12月0．3％滅、1月0．5％減、2月0．6％
増、3月0．2％減と推移している。
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＜物価＞
日本銀行「卸売物価指数」の3月の国内卸売物価は前月比0．1％の下落（前年同月比0．5％下
落）、輸出物価（円ベー・ス）は前月比2．4％の上昇（前年同月比4．9％上昇）、輸入物価（円ベース）は
前月比3．7％の上昇（前年同月比10．0％上昇）となった。
日本銀行「企業向けサービス価格指数」の3月の企業向けサービス価格は前年同月比0．8％の
下落（前月比0．3％上昇）となった。
総務省「消費者物価指数（全国）」の3月の生鮮食品を除く総合は、前年同月比0．6％の下落（前
月比0．1％上昇、季節調整済前月比0．3％下落）となった。「消費者物価指数（東京都区部、中旬速
報値）」の4月の生鮮食品を除く総合は、前年同月比0．9％の下落（前月比0．4％上昇、季節調整済
前月比0．1％上昇）となった。

＜金融＞
無担保コールオーバー－ナイトレートは、4月は0．02％前後で推移した。3ケ月物ユーロ円¶BOR
は、4月は0．10％近辺で推移した。10年物国債流通利回りは、4月は1．4％台半ばまで上昇した
後、1．3％台前半まで低下した。
東証株価指数（TOPIX）は、3月末の1，277ポイントから、4月上旬には一時1，263ポイントまで下落
した後、中旬には1，33‘7ポイントまで上昇し、月末には1．366ポイントとなった。日経平均株価は、3
月末の12，999円から、4月上旬には一時12，620円まで下落した後、中旬には13，868円まで上昇し、
月末には13，934円となった。
対米ドル円相場はインターバンク直物中心相場、対ユーロ円相場はインターバンク17時時点の相
場。
広義流動性は、3月（速報）は前年同月比3．2％増となった。金融機関（全国銀行）の貸出（月中平
均残高）は、3月（速報）は前年同月比3．6％滅（貸出債権流動化・償却要因等調整後1．8％滅）とな
った。4月のエクイティ市場での発行（国内市場発行分）は、転換社債が100億円となった。また、
国内公募事業債の起債実績は、8，020億円（うち銀行起債分2．425億円）となった。国内銀行の貸
出約定平均金利（新規実行分）は、2月は前月比で短期は0．014％ポイント低下し、長期は0．159％
ポイント低下したことから、総合では0．051％ポイント低下し1．835％となった。

●　月例経済報告等に関する関係閣僚会議配布資料
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